
４ 議案の要旨・附帯決議

内閣提出法律案

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律案(閣法第１号)

（衆議院 元.11.7可決 参議院 11.11内閣委員会付託 11.15本会議可決）

【要旨】

本法律案は、人事院の国会及び内閣に対する令和元年８月７日付けの職員の給与の改定に関する

勧告に鑑み、一般職の国家公務員の俸給月額、住居手当及び勤勉手当の額の改定を行う等の措置を

講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、俸給表の改定

専門スタッフ職俸給表及び指定職俸給表を除く俸給表について、初任給及び若年層の俸給月額

を引き上げる。

二、諸手当の改定

１ 住居手当について、支給対象となる家賃額の下限を16,000円（現行12,000円）に引き上げる

とともに、支給月額の上限を28,000円（現行27,000円）に引き上げる。

２ 勤勉手当の支給割合について、年間0.05月分引き上げる。

三、施行期日等

１ この法律は、公布の日から施行する。ただし、二の１等は令和２年４月１日から施行し、一

は平成31年４月１日から適用する。

２ その他この法律の施行に関し必要な措置等を定める。

【附帯決議】（元.11.14内閣委員会議決）

政府及び人事院は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一 人事院においては、俸給表に定める給与について、国家公務員法第28条第２項に規定する100

分の５以上増減する必要が生じたと認められた場合以外であっても、職員の士気や意欲の低下を

招くことのないよう、俸給表を改定することが適当と判断したときは、勧告を怠らず、情勢適応

の原則に基づく民間準拠を徹底すること。

二 国家公務員制度改革基本法第12条の規定に基づく自律的労使関係制度の措置については、本委

員会が国家公務員法等の一部を改正する法律案に付した平成26年４月10日の附帯決議の趣旨に鑑

み、政府においては、国民の理解を得た上で、職員団体との合意形成を図りつつ、引き続き検討

に努めること。

三 有為な人材の処遇改善と昇任に配慮すること。ついては、職員の採用年次や合格した採用試験

の種類にとらわれず、能力・実績に基づく人事管理が行われるよう、能力評価・業績評価の精度

を高めること。

四 職員の健康確保や人材確保の観点等から、国家公務員の長時間労働の是正に向けて、平成31年

４月１日に施行された改正人事院規則等の下、その取組を加速し、人事院は必要に応じて制度の

運用状況についてフォローアップを行い、各府省を指導すること。

五 各府省で働く障害を有する職員が、その能力を十分に発揮して活躍できるよう、十全の措置を

講ずること。また、職場生活に満足し、職場に定着することができるよう、職場環境やサポート

体制の整備を図ること。

右決議する。

特別職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第２号)

（衆議院 元.11.7可決 参議院 11.11内閣委員会付託 11.15本会議可決）

【要旨】



本法律案は、一般職の国家公務員の給与改定に伴い、特別職の職員の給与の額を改定しようとす

るものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、俸給月額及び期末手当の改定

１ 秘書官の俸給月額について、一般職の職員の給与改定に準じて引き上げる。

２ 内閣総理大臣等（秘書官を除く。）の期末手当の支給割合について、年間0.05月分引き上げ

る。

二、施行期日等

１ この法律は、一部を除き、公布の日から施行する。ただし、一の１は平成31年４月１日から

適用する。

２ その他この法律の施行に関し必要な措置等を定める。

裁判官の報酬等に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第３号)

（衆議院 元.11.14可決 参議院 11.18法務委員会付託 11.22本会議可決）

【要旨】

本法律案は、一般の政府職員の給与改定に伴い、裁判官の報酬月額の改定を行おうとするもので

あり、その主な内容は次のとおりである。

一 報酬月額の改定

一般の政府職員の給与改定に伴い、裁判官の報酬月額を引き上げる。

二 施行期日等

この法律は、公布の日から施行し、この法律による改正後の裁判官の報酬等に関する法律の規

定は、平成31年４月１日から適用する。

検察官の俸給等に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第４号)

（衆議院 元.11.14可決 参議院 11.18法務委員会付託 11.22本会議可決）

【要旨】

本法律案は、一般の政府職員の給与改定に伴い、検察官の俸給月額の改定を行おうとするもので

あり、その主な内容は次のとおりである。

一 俸給月額の改定

一般の政府職員の給与改定に伴い、検察官の俸給月額を引き上げる。

二 施行期日等

この法律は、公布の日から施行し、この法律による改正後の検察官の俸給等に関する法律の規

定は、平成31年４月１日から適用する。

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律案(閣法第５号)

（衆議院 元.11.7可決 参議院 11.11農林水産委員会付託 11.20本会議可決）

【要旨】

本法律案は、我が国で生産された農林水産物及び食品の輸出の促進を図るため、農林水産物・食

品輸出本部の設置並びに基本方針及び実行計画の策定について定めるとともに、輸出証明書の発行

等、輸出事業計画の認定その他の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりで

ある。

一、農林水産物・食品輸出本部

１ 農林水産省に、特別の機関として、農林水産物・食品輸出本部（以下「本部」という。）を

置き、本部は、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する基本的な政策の企画及び立案並びに

推進に関する事務並びに農林水産物及び食品の輸出に関する関係行政機関の事務の調整に関す

る事務をつかさどることとする。

２ 本部の長は、農林水産大臣をもって充て、本部員は、総務大臣、外務大臣、財務大臣、厚生



労働大臣、経済産業大臣、国土交通大臣等をもって充てることとする。

二、基本方針及び実行計画

本部は、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する基本方針を定め、基本方針に即して、農林

水産物及び食品の輸出の促進に関する実行計画を作成するものとする。

三、輸出証明書の発行等

１ 主務大臣又は都道府県知事等は、輸出先国の政府機関から、輸入条件が定められている農林

水産物又は食品について、主務大臣又は都道府県知事等が輸出証明書を発行するよう求められ

ている場合であって、当該農林水産物又は食品の輸出を行う事業者から申請があったときは、

輸出証明書を発行することができることとする。

２ 主務大臣又は都道府県知事等は、輸出先国の政府機関から、その区域（海域を含む。）にお

いて農林水産物又は食品が生産され、製造され、加工され、又は流通する過程において有害な

物質が混入するおそれがないことその他の輸出先国の政府機関が定める要件に適合する区域

（以下「適合区域」という。）において生産され、製造され、加工され、又は流通することが

輸入条件として定められている農林水産物又は食品として主務省令で定めるもの（以下「区域

指定農林水産物等」という。）について、主務大臣又は都道府県知事等が適合区域を指定する

よう求められている場合には、区域指定農林水産物等の適合区域を指定することができること

とする。

３ 主務大臣、都道府県知事等又は登録認定機関は、輸出先国の政府機関から、食品衛生上の危

害の発生を防止するための措置が講じられていることその他の輸出先国の政府機関が定める要

件に適合する施設（以下「適合施設」という。）において生産され、製造され、加工され、又

は流通することが輸入条件として定められている農林水産物又は食品として主務省令で定める

もの（以下「施設認定農林水産物等」という。）について、主務大臣、都道府県知事等又は登

録認定機関が適合施設を認定するよう求められている場合であって、施設認定農林水産物等に

係る施設の設置者又は管理者から申請があったときは、施設認定農林水産物等の適合施設を認

定することができることとする。

四、登録認定機関

登録認定機関の登録を受けようとする者は、主務大臣に登録の申請をしなければならないこと

とし、主務大臣は、登録の申請をした者が適合施設の認定を適確に行うために必要なものとして

主務省令で定める基準に適合していること等の要件に適合しているときは、その登録をしなけれ

ばならないこととする。

五、農林水産物及び食品の輸出のための取組を行う事業者に対する支援措置

１ 農林水産物又は食品の輸出のための取組を行う者は、農林水産物又は食品の輸出の拡大を図

るためこれらの生産、製造、加工又は流通の合理化、高度化その他の改善を図る事業（以下「輸

出事業」という。）に関する計画を作成し、農林水産大臣の認定を受けることができることと

する。

２ 認定輸出事業に食品等の流通の合理化に関する措置が含まれる場合には、認定輸出事業者を

食品等の流通の合理化及び取引の適正化に関する法律第６条第１項に規定する認定事業者とみ

なし、また、認定輸出事業に製造過程の管理の高度化に関する措置が含まれる場合には、認定

輸出事業者を食品の製造過程の管理の高度化に関する臨時措置法第６条第１項の認定を受けた

者とみなして、それぞれ株式会社日本政策金融公庫による資金の貸付け等の支援措置を受ける

ことができることとする。

六、施行期日

この法律は、令和２年４月１日から施行することとする。

【附帯決議】（元.11.19農林水産委員会議決）

我が国では、人口減少や高齢化を背景に、今後国内の食市場は縮小する一方、世界に目を転じる

と、アジアを中心とした新興国では経済成長、人口増加が進んでおり、世界全体の食市場は大きく

拡大するものと見込まれている。また、我が国の農林水産物・食品は、安全でおいしいと諸外国か



ら高い評価を受けており、農林水産物・食品の輸出額は昨年まで６年連続で過去最高を更新してい

る。こうした中、世界の食市場の更なる獲得に向けては、成長著しいアジア諸国のみならず、富裕

層を擁する欧米の大市場も重視した、一層、戦略的・積極的な取組が必要である。

しかしながら、輸出先国政府による食品安全、動植物検疫上の規制が我が国の農林水産物・食品

の輸出拡大の障害となる事例があることに加え、一部の国・地域が平成23年の原発事故に伴う輸入

規制措置を依然として実施しているなど、厳しい課題にも直面している。

よって政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。

一 農林水産物・食品輸出本部が輸出促進を担う司令塔組織として十分に機能するよう、実効ある

組織体制を整備すること。

二 農林水産物・食品の輸出に必要な輸出証明書の申請及び発行その他の手続並びに相談について

ワンストップサービスを早期に構築するなど、輸出に取り組む事業者の負担軽減措置の実現に早

急に取り組むこと。

また、農林水産物・食品の輸出に取り組む農林漁業者が、自らの輸出産品及び輸出先国・地域

に適した地域商社・海外バイヤー等とのマッチングが適切に実現するよう、十分に支援すること。

三 輸出証明書の発行、生産区域の指定、加工施設の認定等を行う地方自治体及び加工施設の認定

等を行う登録認定機関がその業務を適切かつ円滑に行うことができるよう、輸入規制の基準等の

解釈その他の情報を適時適切に共有するとともに、これら関係機関との連携強化に努めること。

四 流通の広域化や国際化が進む中で、日本産農林水産物・食品のブランド力を維持・向上し、競

争力を強化していくため、ＧＡＰ認証等、世界の食市場において通用する認証を取得しようとす

る取組を更に推進すること。

五 食品・農林水産物等の輸入条件としてＨＡＣＣＰの取組を求める動きが世界的に広がっている

現状を踏まえ、ＨＡＣＣＰの導入等に取り組む事業者に対し、その事業規模に即したきめ細かな

支援措置を実施すること。

六 我が国の地理的表示や地名の海外における不正使用や、第三者による商標登録、植物新品種の

海外流出が行われないよう、適切に対応すること。また、農林水産業の輸出力強化に向け、知的

財産の戦略的活用に取り組むこと。

七 和牛は関係者が長い年月をかけて改良してきた我が国固有の貴重な財産であり、不正に外国に

持ち出されたり、使用されたりすることのないよう、流通管理の在り方や知的財産としての遺伝

資源の保護の在り方について、法整備も含めた検討を加速すること。

八 原発事故に伴う輸入規制措置の緩和・撤廃に向けて、政府間交渉に必要な情報・科学データの

収集・分析等を十分に行い、諸外国・地域に正確な情報を提供した上で、科学的根拠に立った対

応を引き続き強く要請すること。

九 昨年９月に国内において26年ぶりに発生したＣＳＦ（豚コレラ）について、その発生及び感染

拡大の原因を徹底的に究明・分析した上で、あらゆる手段を行使し、将来の輸出拡大も見据え、

一刻も早い事態の終息に努めること。

十 農林水産物・食品の輸出促進に取り組むに当たっては、農林漁業者の経営の安定と所得の向上、

農山漁村の活性化に資するよう、十分留意すること。

十一 輸出促進にあわせて、我が国農林水産業の生産基盤の強化と生産の拡大を図り、国産農林水

産物を原材料とする高付加価値商品等の研究開発及び成果利用の促進に対する支援を拡充するこ

と。

右決議する。

肥料取締法の一部を改正する法律案(閣法第６号)

（衆議院 元.11.21可決 参議院 11.21農林水産委員会付託 11.27本会議可決）

【要旨】

本法律案は、最近における肥料を取り巻く諸情勢の変化に鑑み、肥料の品質の確保及び肥料生産



等に関する規制の合理化を図るため、肥料の公定規格に使用される原料についての規格を追加する

とともに、届出により普通肥料と特殊肥料を配合した肥料の生産を可能とするほか、肥料の表示の

基準の整備等の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、題名の改正

法律の題名を「肥料の品質の確保等に関する法律」とすることとする。

二、肥料の原料管理制度の導入

１ 農林水産大臣は、肥料に使用される原料についての規格を定めることとする。

２ 肥料の生産業者、輸入業者又は販売業者が、肥料の原料又は生産の方法に関して、虚偽の宣

伝をし、又は誤解を生ずるおそれのある名称を用いることを禁止することとする。

３ 肥料の生産業者又は輸入業者は、その生産又は輸入した肥料の原料その他の農林水産省令で

定める事項を記載した帳簿を備え付けなければならないこととする。

三、肥料の配合に関する規制の見直し

次に掲げる肥料（五の１において「指定混合肥料」という。）について、届出により生産又は

輸入することができることとする。

１ 専ら登録を受けた普通肥料が配合される普通肥料

２ 登録を受けた普通肥料及び届出がされた特殊肥料が配合される普通肥料

３ 登録を受けた普通肥料又は届出がされた特殊肥料に、農林水産省令で定める土壌改良資材が

混入される普通肥料

４ 農林水産大臣が定める方法により、１から３までの肥料を加工する普通肥料

四、肥料の表示基準の整備

１ 農林水産大臣は、必要と認めるときは普通肥料の表示基準を定めるものとする。

２ 農林水産大臣は、普通肥料及び特殊肥料の表示基準に従わない者に対し、指示を行うことが

できることとし、当該指示に従わない者があるときは、その旨を公表することができるととも

に、当該指示に係る表示基準が、消費者の利益に資するため特に必要なものとして農林水産大

臣が定めるものに該当するときは、当該指示に従わない者に対し、命令を行うことができるこ

ととする。

五、その他

１ 届出期日の変更

指定混合肥料又は特殊肥料の生産又は輸入に係る届出の期日を、その事業を開始する２週間

前までから、その事業を開始する１週間前までに改めることとする。

２ 特殊肥料の届出事項の追加

特殊肥料の届出事項として、肥料の種類を追加することとする。

３ 行政処分等

登録又は仮登録を取り消された肥料の生産業者又は輸入業者は、当該肥料と同一の肥料につ

いて、その名称が異なる場合であっても、取消しの日から１年間は、登録又は仮登録を受ける

ことができないこととする。

４ その他

罰則規定その他の規定について所要の整備を行うこととする。

六、施行期日等

１ この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行

することとする。ただし、五の３については、公布の日、二及び四については、公布の日から

起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとする。

２ この法律の施行に伴う所要の経過措置を整備するとともに、関係法律について所要の改正を

行うこととする。

【附帯決議】（元.11.26農林水産委員会議決）

世界的に肥料需要が高まる中で、将来にわたる肥料の安定供給のためには、国内で発生する低廉

な堆肥や産業副産物由来の原料の活用を進めることが重要とされている。また、農地土壌について、



地力の低下や塩基バランスの崩れ等が懸念される状況にあることから、肥料に関し、品質の確保は

もとより農業現場の需要に柔軟に対応した供給を行うことが求められている。

よって、政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。

一 原料のリスト化に伴う公定規格の見直しに当たっては、土壌の改善、資源循環等のメリットを

有する産業副産物由来の原料の有効利用に留意すること。その際、肥料原料に係る有害物質の除

去やその混入及び濃縮の防止をはじめ、肥料の品質及び安全性確保のための実効性ある監視体制

を整備すること。

二 肥料の原料についての帳簿への記載の義務化については、違反事例がある場合等における迅速

な入手経路の把握及び対応が行えるよう、トレーサビリティの実効性を確保すること。

三 普通肥料の表示基準の策定及び保証票の記載内容の見直しについては、公正性や透明性を確保

した手続により行うこと。また、農業者の利便性を向上させるとともに、海外輸出向けの生産や

有機農業等のより詳細な情報を必要とする生産を行う農業者への情報提供をはじめ、施肥に有用

な情報の提供を充実することを旨として行うこと。さらに、原料構成の変更に伴う保証票の作り

直し等に係る生産業者の負担軽減についても配慮すること。

四 肥料の登録及び届出の手続については、電子化する等により、一層の合理化を図ること。

五 地力の増進、収量の増加等、農業生産力を強化するため、土壌診断に基づく適切な土づくりの

促進を図ること。また、土づくりに重要とされる堆肥をはじめとする特殊肥料の利用拡大に向け、

耕種農家のニーズ等に対応した堆肥の高品質化を図るとともに、家畜排せつ物の地域偏在や輸送

等の課題を解消するために必要な措置を講じること。

六 ＣＳＦ（豚コレラ）の防疫のための流通制限により、豚の排せつ物を利用した堆肥の確保が困

難となる事例が生じていることに鑑み、その供給や流通に関する情報の収集・提供等、必要な措

置を講じること。

七 題名を含めた抜本的見直しを内容とする本法について、肥料の品質の確保及び農業者のニーズ

に柔軟に対応した肥料生産等の推進の観点から行われるものであることを周知徹底するととも

に、施行に伴い、農業経営の安定に資する安価で高品質な肥料の供給促進を図り、農業者への新

たな負担や肥料の製造・流通段階での混乱が生じないようにすること。

右決議する。

防衛省の職員の給与等に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第７号)

（衆議院 元.11.8可決 参議院 11.12外交防衛委員会付託 11.15本会議可決）

【要旨】

本法律案は、一般職の国家公務員の例に準じて防衛省職員の俸給月額等を改定する措置を講じよ

うとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、自衛隊教官俸給表及び自衛官俸給表の俸給月額並びに自衛官候補生の自衛官候補生手当の月額、

防衛大学校又は防衛医科大学校の学生（以下「学生」という。）の学生手当の月額及び陸上自衛

隊の学校の生徒（以下「生徒」という。）の生徒手当の月額を一般職の国家公務員の例に準じて

改定する。

二、常勤の防衛大臣政策参与、学生及び生徒に支給される12月期の期末手当の支給割合を100分の

172.5とする。

三、常勤の防衛大臣政策参与、学生及び生徒に支給される６月期及び12月期の期末手当の支給割合

をそれぞれ100分の170とする。

四、自衛官俸給表の俸給月額及び自衛官候補生の自衛官候補生手当の月額を改定する。

五、本法律は、公布の日から施行し、一については平成31年４月１日から適用する。ただし、三に

ついては令和２年４月１日から、四については令和３年３月31日までの間において政令で定める

日から施行する。



情報処理の促進に関する法律の一部を改正する法律案(閣法第８号)

（衆議院 元.11.19可決 参議院 11.20経済産業委員会付託 11.29本会議可決）

【要旨】

本法律案は、情報処理システムが戦略的に利用され、多様なデータが活用される高度な情報化社

会の実現を図る観点から、情報処理システムを良好な状態に維持するために必要な情報処理システ

ムの運用及び管理に関する指針の策定、情報処理システムの運用及び管理に関する取組の状況に関

する認定制度の創設並びに当該認定を受けた者に対する支援を行うとともに、情報処理システムの

高度利用を促進するための独立行政法人情報処理推進機構の業務の追加等の措置を講じようとする

ものであり、その主な内容は次のとおりである。

一 目的の改正

この法律の目的を、情報処理システムの良好な状態を維持することでその高度利用を促進する

こと等によって、情報処理システムが戦略的に利用され、及び多様なデータが活用される高度な

情報化社会の実現を図ることとする。

二 情報処理安全確保支援士の規定の見直し

情報処理安全確保支援士の登録は、３年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によっ

て、その効力を失う。

三 情報処理システムの運用及び管理に関する指針等

１ 情報処理システムの運用及び管理に関する指針

イ 経済産業大臣は、情報処理システムを良好な状態に維持し、企業経営において戦略的に利

用することが重要であることに鑑み、情報処理システムを良好な状態に維持するために必要

な情報処理システムの運用及び管理に関する指針を定めるものとする。

ロ イの指針においては、情報処理システムの運用及び管理に関する基本的事項、情報処理シ

ステムの運用及び管理を適切に行うために必要な体制の整備に関する事項、情報処理システ

ムの運用及び管理に係る具体的な方法に関する事項等を定めるものとする。

ハ 経済産業大臣は、おおむね２年ごとにイの指針に検討を加え、必要があるときは変更をす

るものとする。

２ 基準に適合する事業者の認定等

イ 経済産業大臣は、事業者からの申請に基づき、当該事業者について、１のロに掲げる事項

に関する取組の実施の状況が優良なものであることその他の経済産業省令で定める基準に適

合するものであることの認定を行うことができる。

ロ イの認定は、２年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によって、その効力を

失う。

ハ 経済産業大臣は、イの認定等に関する事務を独立行政法人情報処理推進機構（以下「機構」

という。）に行わせるものとする。

ニ 経済産業大臣は、イの認定を受けた事業者（以下「認定事業者」という。）に対し、情報

処理システムの運用及び管理に関する取組の実施の状況について報告を求めることができ

る。

３ 中小企業信用保険法の特例

中小企業信用保険法に規定する普通保険等の保険関係であって、認定事業者の情報処理シス

テムの運用及び管理に要する資金のうち経済産業省令で定めるものに係るものについて、特別

枠の設定及び保険料率の引下げ等の措置を講ずる。

四 機構の目的

機構の目的に、情報処理システムの高度利用の促進の業務を行うことを追加する。

五 機構の行う業務の追加

１ 機構は、情報処理に関する安全性及び信頼性の確保を図るため、情報処理サービス業を営む

者の技術的能力その他事業の適正な実施に必要な能力に関する評価の業務を行う。



２ 機構は、各省各庁の長又は事業者の依頼に応じて、運用及び管理を行う者が異なる複数の情

報処理システムの連携の仕組み並びに当該連携に係る運用及び管理の方法に関する調査研究並

びにその成果の普及その他の当該連携を促進するために必要な取組を行う。

３ 機構は、認定事業者の依頼に応じて、専門家の派遣その他情報処理システムの運用及び管理

に関し必要な協力の業務を行う。

４ 機構は、三の２のイの認定等に関する事務を行う。

六 施行期日

この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。

【附帯決議】（元.11.28経済産業委員会議決）

政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。

一 企業のデジタル経営改革の推進に当たっては、個人情報の保護に万全を期するとともに、我が

国の産業競争力の強化が図られるよう、外部専門家の知見を積極的に取り入れて適切な指針を策

定し、デジタル技術の急速な進化等に対応しつつ適時見直しを行うこと。

また、「ＤＸ格付」に係る認定制度の導入に当たり、中小企業を含め、「2025年の崖」の克服に

向けてレガシーシステム刷新への集中的な取組を加速させるとともに、データ・デジタル技術を

活用した新たなビジネス変革につながる取組に資するよう、更なる支援を検討すること。

二 ＡＩ等の先進的な技術を活用するためのアーキテクチャ構築に当たっては、関係者間での認識

共有や合意形成を加速させるとともに、その中心的な役割を担う「産業アーキテクチャ・デザイ

ンセンター」に高度専門人材を集約し、海外の先進的な機関との連携を進める等、コネクテッド・

インダストリーズの重点分野を中心に戦略的な取組を進めること。その際、個人情報の取扱いに

十分配慮し、企業活動のために不当にその共有化が行われることのないよう、地方公共団体等の

関係者の意見を聴取し、その意見を尊重して取り組むこと。

三 クラウドサービスの安全評価体制の構築に当たっては、個人情報の保護に特に配慮し、災害や

サイバー攻撃等のあらゆるリスクに備えるものとするとともに、政府においてもクラウドサービ

ス関連技術の利用に適した体制整備を進めること。

四 情報処理安全確保支援士の更新制度の導入に当たっては、法定講習の内容の充実を図り、質の

高いセキュリティ人材を育成・確保するとともに、企業が情報処理安全確保支援士を活用するイ

ンセンティブが高まるような取組の実施に努めること。

また、高度ＩＴ人材・セキュリティ人材の育成・確保については、地方の実情も踏まえ、産学

官連携による実践的な人材育成等の具体的な取組を総合的に進めること。

五 ソサエティ5.0の実現に向け、企業におけるデジタル経営改革の必要性について、中小企業を

含め、経営者、従業員及び投資家等から理解が得られるよう、具体例を分かりやすく明示する等

の方法により、更なる啓発に努めること。あわせて、個人のＩＴリテラシーを向上させるための

取組を進めること。

右決議する。

構造改革特別区域法の一部を改正する法律案(閣法第９号)

（衆議院 元.11.21可決 参議院 11.26地方創生及び消費者問題に関する特別委員会 12.2本会議可

決）

【要旨】

本法律案は、経済社会の構造改革及び地域の活性化を図るため、清酒の製造を体験するための製

造場の製造免許に係る酒税法（昭和28年法律第６号）の特例措置及び地方公共団体による特定市街

化調整区域をその施行地区に含む土地区画整理事業に係る都市計画法（昭和43年法律第100号）の

特例措置を追加しようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、酒税法の特例に関する措置の追加



地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域内において酒税法第７条第１項の規定により

清酒の製造免許を受けた者（以下「清酒製造者」という。）が、当該構造改革特別区域の魅力の

増進に資する施設（以下「特定施設」という。）において、清酒の製造体験の機会を提供するこ

とを通じて地域の活性化を図ることが必要であると認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認

定を受けたときは、当該認定の日以後は、当該認定を受けた当該構造改革特別区域計画に定めら

れた清酒製造者による清酒の製造体験事業の実施主体である当該清酒製造者（以下「認定計画特

定清酒製造者」という。）が、政令で定めるところにより、当該構造改革特別区域内に所在する

当該認定計画特定清酒製造者が清酒の製造免許を受けた製造場（以下「既存の製造場」という。）

の所在地の所轄税務署長に申請をし、その承認を受けた場合には、当該構造改革特別区域内に所

在する一の場所（当該構造改革特別区域計画に定められた当該特定施設内の場所に限るものとし、

政令で定める場所を除く。）については、当該既存の製造場と一の清酒の製造場とみなして、酒

税法その他酒税又は酒税の保全に関する法令の規定を適用する。

二、都市計画法の特例に関する措置の追加

地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域内の市街化調整区域であって、１及び２に掲

げる特性を有することにより、市街化区域に編入された場合には建築物の建築又はその敷地の造

成（以下「建築物の建築等」という。）が無秩序に行われるおそれが特に大きいと認められるも

の（以下「特定市街化調整区域」という。）において、当該特定市街化調整区域をその施行地区

に含む土地区画整理事業を当該地方公共団体が自ら施行することが、当該特定市街化調整区域が

市街化区域に編入された場合における計画的な市街化を図るため必要であると認めて内閣総理大

臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日以後は、当該認定に係る土地区画整

理事業を当該地方公共団体が自ら施行することができる。

１ 周辺の市街化区域における都市機能の集積の程度及び当該市街化区域その他の地域との交通

の利便性が特に高いと認められること。

２ 土地の利用状況の著しい変化その他の特別の事情により、建築物の建築等に対する需要が著

しく増大していること。

三、施行期日

この法律は、一部を除き、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。

会社法の一部を改正する法律案(閣法第10号)

（衆議院 元.11.26修正議決 参議院 11.27法務委員会付託 12.4本会議可決）

【要旨】

本法律案は、会社をめぐる社会経済情勢の変化に鑑み、株主総会の運営及び取締役の職務の執行

の一層の適正化等を図るため、株主総会資料の電子提供制度の創設、株主提案権の濫用的な行使を

制限するための規定の整備、取締役に対する報酬の付与や費用の補償等に関する規定の整備、監査

役会設置会社における社外取締役の設置の義務付け等の措置を講じようとするものであり、その主

な内容は次のとおりである。

一 株主総会に関する規律の見直し

１ 定款の定めにより、取締役が、事業報告等の株主総会資料をウェブサイトに掲載して株主に

提供し、請求をした株主に対してのみ当該資料を書面により交付する旨の規定を設ける。

２ 株主が株主総会において提案することができる議案の数を制限する規定を設ける。

二 取締役等に関する規律の見直し

１ 取締役会に取締役の報酬の決定方針の決定を義務付ける規定を設けるとともに、株式を取締

役の報酬として付与するために必要となる株主総会における決議事項等を定める規定を設け

る。

２ 役員等がその職務の執行に関し責任の追及等を受けたことにより要する費用等を、株式会社



が当該役員等に対して補償する契約を締結するための手続等を定める規定を設ける。

３ 業務執行を社外取締役に委託するための手続を定める規定を設けるとともに、監査役会設置

会社に社外取締役の設置を義務付ける規定を設ける。

三 社債の管理等に関する規律の見直し

１ 社債管理者よりも裁量が限定された社債管理補助者制度を新設し、関連する規定を整備する。

２ 株式会社が他の株式会社を子会社とするために自社の株式を当該他の株式会社の株主に交付

するための手続等に関する規定を設ける。

四 この法律は、公布の日から起算して１年６月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、一の１については公布の日から起算して３年６月を超えない範囲内において政

令で定める日から施行する。

なお、本法律案は、衆議院において、株主提案権の濫用的な行使を制限するための措置に関する

改正規定中不当な目的等による議案の提案を制限する規定の新設に係る部分を削ること等の修正が

行われた。

会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案(閣法第11

号)

（衆議院 元.11.26修正議決 参議院 11.27法務委員会付託 12.4本会議可決）

【要旨】

本法律案は、会社法の一部を改正する法律の施行に伴い、商業登記法ほか90の関係法律に所要の

整備等を加えるとともに、所要の経過措置を定めようとするものである。

なお、本法律案は、衆議院において、会社法の一部を改正する法律案の修正に伴い所要の規定の

整備を行う修正が行われた。

外国弁護士による法律事務の取扱いに関する特別措置法の一部を改正する法律案(閣法第

12号)

（衆議院 元.12.3可決 参議院 12.9法務委員会付託 継続審査）

【要旨】

本法律案は、法律事務の国際化、専門化及び複雑多様化により的確に対応し、渉外的法律関係の

一層の安定を図る等のため、外国法事務弁護士等による国際仲裁事件及び国際調停事件の手続につ

いての代理の規定を整備するとともに、外国法事務弁護士となるための職務経験要件を緩和し、あ

わせて弁護士及び外国法事務弁護士が社員となり法律事務を行うことを目的とする法人の設立を可

能とする等の措置を講じようとするものである。

外国為替及び外国貿易法の一部を改正する法律案(閣法第13号)

（衆議院 元.11.14可決 参議院 11.18財政金融委員会付託 11.22本会議可決）

【要旨】

本法律案は、最近における我が国に対する投資活動を取り巻く環境の変化に鑑み、我が国への投

資の一層の活性化を図りつつ対内直接投資等の適切な調整を図る観点から、対内直接投資等及び特

定取得に係る届出についての特例を設けるとともに、対内直接投資等に該当する行為の範囲等につ

いて所要の見直しを行うものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、対内直接投資等及び特定取得の届出の特例

外国投資家は、対内直接投資等のうち、国の安全等に係る対内直接投資等に該当するおそれが

大きいもの以外のもの又は特定取得のうち、国の安全に係る特定取得に該当するおそれが大きい

もの以外のものを行おうとする場合には、対内直接投資等が国の安全等に係る対内直接投資等に

該当しないための基準又は特定取得が国の安全に係る特定取得に該当しないための基準を遵守す

ることを条件に、届出を要しない。



二、対内直接投資等の定義の見直し

１ 対内直接投資等に該当する上場会社等の株式の取得を、株式取得者及び当該株式取得者の密

接関係者が所有等をする株式の数を合計した株式の数の当該上場会社等の発行済株式の総数に

占める割合が100分の１以上となる場合とする。

２ 対内直接投資等に該当する行為に、上場会社等の議決権の取得、会社の経営に重要な影響を

与える事項に関し行う同意及び居住者からの事業の譲受け等による事業の承継を追加する。

三、国内行政機関及び外国政府との情報交換

１ 財務大臣及び事業所管大臣は、対内直接投資等及び特定取得の運用に関し、特に必要がある

ときは、外務大臣その他の関係行政機関の長に資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な

協力を求めることができる。

２ 財務大臣及び事業所管大臣は、外国執行当局に対し、その職務の遂行に資する情報を、当該

情報が外国執行当局の職務の遂行に資する目的以外の目的で使用されないこと等を確認した上

で、提供することができる。

四、施行期日

この法律は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。

【附帯決議】（元.11.21財政金融委員会議決）

政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。

一 世界の安全保障環境が厳しさを増している中、我が国の対内直接投資の事前届出審査制度の改

善を図る本改正が、経済の健全な発展に資する対内直接投資を一層促進しつつ、国の安全等に関

わる技術の流出や事業の喪失を防止し、我が国又は国際社会の平和及び安全の維持に資するよう、

事前届出制度の適切な実施に努めること。

二 事前届出審査の実効性を高めるため、関係省庁において定員の確保、機構の充実その他審査体

制の強化を図るとともに、本改正で設けられた情報交換規定を適切に活用し、関係省庁間及び外

国政府等との連携の強化に努めること。

三 我が国の経済成長や企業のコーポレートガバナンス強化、ベンチャー企業の発展に資する直接

投資を一層促進するため、市場関係者に対し、事前届出免除制度の内容及び趣旨を広く周知する

とともに、必要に応じ更なる投資促進策の検討を行うこと。

四 我が国の中小企業が有する国の安全等に関わる重要な技術の流出や事業の喪失を適切に防止で

きるよう、中小企業への配慮を行いつつ事前届出の審査の適切な実施に努めること。

五 事前届出制度の詳細を政令等で定めるに当たっては、委員会審査を通じて確認された本改正の

立法趣旨を十分に踏まえるとともに、企業、市場関係者に分かりやすいものとなるよう、幅広く

丁寧に意見を聴取し、その内容を明確化すること。

六 事前届出免除制度の適用については、投資家の外形的基準だけでなく、国の安全等に関わる技

術の流出や事業の喪失を防止するとの法目的についても十分考慮すること。

七 安全保障の観点から対内直接投資に係る対応強化の流れが国際的に見られる中、我が国の安全

を脅かす対内直接投資について、内外の情報収集に鋭意努めるとともに、実効的かつ機動的な対

応を行えるよう、新法の規定について検討を更に加え、国益を踏まえた必要な措置を講じること。

八 本改正による影響を十分に検証するとともに、対内直接投資審査制度の運用に当たっては、投

資促進や金融資本市場の活性化に反するものとならないよう配慮するほか、株主の権利行使や企

業との対話を阻害することのないよう留意すること。

九 事前届出審査に当たっては、判断基準等を事前に公表するなど透明性の確保を図るとともに、

ベンチャー企業等の資金調達に支障を来さないよう審査期間の更なる短縮化を検討すること。ま

た、投資実施後のモニタリングを強化するなど規制の実効性を確保すること。

十 事後報告及び事前届出に係る手続については、外国投資家の投資意欲や機動的な投資判断を阻

害することのないよう、報告手法の簡易化や報告頻度の軽減など事務負担の軽減に十分配慮する

こと。



十一 外国資本による土地購入が急速に拡大している現状に鑑み、安全保障、水源、鉱物資源保全

等の観点から速やかに検討を行い、必要な措置を講ずるよう取り組むこと。

右決議する。

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律

案(閣法第14号)

（衆議院 元.11.19可決 参議院 11.22文教科学委員会付託 12.4本会議可決）

【要旨】

本法律案は、公立の義務教育諸学校等における働き方改革を推進するため、教育職員について１

年単位の変形労働時間制を条例により実施できるようにするとともに、文部科学大臣が教育職員の

業務量の適切な管理等に関する指針を策定及び公表することとしようとするものであり、その主な

内容は次のとおりである。

一、教育職員への１年単位の変形労働時間制に関する労働基準法の規定の適用

公立の義務教育諸学校等の教育職員について、１年単位の変形労働時間制を条例により実施で

きるよう、地方公務員法により適用除外とされている労働基準法の規定の適用について、必要な

読替え規定を定める。

二、教育職員の業務量の適切な管理等に関する指針の策定等

１ 文部科学大臣は、教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持向

上に資するため、教育職員が正規の勤務時間及びそれ以外の時間において行う業務の量の適切

な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るた

めに講ずべき措置に関する指針を定める。

２ 文部科学大臣は、１の指針を定め、又はこれを変更した時は、遅滞なく公表しなければなら

ない。

三、施行期日等

１ この法律は、令和３年４月１日から施行する。ただし、三の２については公布の日から、二

については令和２年４月１日から施行する。

２ この法律の施行に関し必要な準備行為を定める。

【附帯決議】（元.12.3文教科学委員会議決）

政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきである。

一、本法第７条の指針（以下「指針」という。）において、公立学校の教育職員のいわゆる「超勤

４項目」以外の業務の時間も含めた「在校等時間」の上限について位置付けること。また、各地

方公共団体に対して、指針を参酌した上で、条例・規則等そのものに教育職員の在校等時間の上

限時間数を定めるよう求めること。

二、服務監督権者である教育委員会及び校長は、ＩＣＴ等を活用し客観的に在校等時間を把握する

とともに、勤務時間の記録が公務災害認定の重要な資料となることから、公文書としてその管理・

保存に万全を期すこと。また、政府は、各地方公共団体が労働安全衛生法に基づいて、勤務時間

の自己申告ではなく、客観的な把握ができるようにするための財政措置を拡充すること。

三、指針において在校等時間の上限を定めるに当たっては、教育職員がその上限時間まで勤務する

ことを推奨するものではないこと、併せて、「児童生徒等に係る臨時的な特別の事情」を特例的

な及いとして指針に定める場合は、例外的かつ突発的な場合に限定されることについて周知徹底

すること。また、上限時間を守らせるために、自宅等における持ち帰り業務時間が増加すること

はあってはならないこと、そもそも、持ち帰り業務時間を減らすことが求められることについて

指針に明記すること。加えて、服務監督権者である教育委員会及び校長に対して、持ち帰り業務

の縮減のために実態把握に努めるよう求めること。

四、服務監督権者である教育委員会及び校長は、教育職員の健康及び福祉を確保する観点から、学

校規模にかかわらず、労働安全衛生法によるストレスチェックの完全実施に努めるとともに、優



先すべき教育活動を見定めた上で、適正な業務量の設定と校務分掌の分担等を実施することによ

り、教育職員の在校等時間の縮減に取り組むこと。また、政府は、その実現に向け十分な支援を

行うこと。

五、政府は、１年単位の変形労働時間制の導入が教育職員の健康及び福祉の確保を図り、業務縮減

をした上で、学校の長期休業期間中等に休日を与えることを目的としていることから、地方公共

団体がその目的に限って条例で定めることができる旨を文部科学省令に規定すること。

六、政府は、１年単位の変形労働時間制を活用した長期休業期間中等の休日のまとめ取り導入の前

提要件として、指針に以下の事項を明記し、地方公共団体や学校が制度を導入する場合に遵守す

るよう、文部科学省令に規定し周知徹底すること。また、導入する学校がこの前提要件が遵守さ

れているかについて、各教育委員会が十全に確認すること。

１ 指針における在校等時間の上限と部活動ガイドラインを遵守すること。

２ 長期休業期間中等における大会を含む部活動や研修等の縮減を図ること。

３ 所定の勤務時間の延長は、長期休業期間中等の業務量の縮減によって確実に確保できる休日

の日数を考慮して、年度当初や学校行事等で業務量が特に多い時期に限定すること。

４ 所定の勤務時間を通常より延長した日に、当該延長を理由とした授業時間や部活動等の新た

な業務を付加しないことにより、在校等時間の増加を招くことのないよう留意すること。なお、

超勤４項目として臨時又は緊急のやむを得ない必要があるときに行われるものを除き、職員会

議や研修等については、通常の所定の勤務時間内で行われるようにすること。

５ 所定の勤務時間を縮小する日は、勤務時間の短縮ではなく勤務時間の割り振られない日とし

て、長期休業期間中等に一定期間集中した学校閉庁日として設定できるようにすること。

６ 教育職員の終業時刻から始業時刻までの間に、一定時間以上の継続した休息時間である勤務

間インターバルを確保すること。

７ １年単位の変形労働時間制は、全ての教育職員に対して画一的に導入するのではなく、育児

や介護を行う者、その他特別の配慮を要する者など個々の事情に応じて適用すること。

七、１年単位の変形労働時間制を導入する場合は、連続労働日数原則６日以内、労働時間の上限１

日10時間・１週間52時間、労働日数の上限年間280日等とされている労働基準法施行規則の水準

に沿って文部科学省令を定めること。また、対象期間及び対象期間の労働日数と労働日ごとの労

働時間等については、事前に教育職員に明示する必要があることを周知徹底するとともに、１年

単位の変形労働時間制の導入は、地方公務員法第55条第１項及び第９項の対象であることについ

て、通知等による適切な指導・助言を行うこと。

八、政府は、本法及び本法によって定められる文部科学省令、指針に逸脱した運用の防止策として、

教育職員からの勤務条件に関する措置要求や苦情処理制度とは別に、教育職員等からの文部科学

省や教育委員会への相談窓口を設けるよう促すこと。

九、学校における働き方改革に関する総合的な方策を取りまとめた平成31年１月の中央教育審議会

答申の実現に向けて、国・都道府県・市区町村・地域・学校が一体となって取り組むこと。特に、

教育委員会は、答申内容の実現を学校任せにせず、自らが主体となって学校における働き方改革

を強力に推進すること。また、国及び地方公共団体は、「教員採用試験の倍率低下」や「教員不

足」といった課題を解決するための対策に万全を期すこと。併せて、国は、抜本的な教職員定数

の改善、サポートスタッフや部活動指導員の配置拡充をはじめとした環境整備のための財政的な

措置を講ずること。

十、政府は、教育職員の負担軽減を実現する観点から、部活動を学校単位から地域単位の取組とし、

学校以外の主体が担うことについて検討を行い、早期に実現すること。

十一、教育職員の崇高な使命と職責の重要性に鑑み、教職に優秀な人材を確保する観点から、人材

確保法の理念に沿った教育職員の処遇の改善を図ること。

十二、３年後を目途に教育職員の勤務実態調査を行った上で、本法その他の関係法令の規定につい

て抜本的な見直しに向けた検討を加え、その結果に基づき所要の措置を講ずること。

右決議する。



港湾法の一部を改正する法律案(閣法第15号)

（衆議院 元.11.14可決 参議院 11.20国土交通委員会付託 11.29本会議可決）

【要旨】

本法律案は、海洋再生可能エネルギー発電設備又は港湾区域に設置される再生可能エネルギー源

の利用に資する施設若しくは工作物（以下「海洋再生可能エネルギー発電設備等」という。）の円

滑な設置及び維持管理を図るため、国土交通大臣が指定した港湾の埠頭を構成する行政財産の貸付

けに係る制度を創設するほか、国際基幹航路に就航する外貿コンテナ貨物定期船の寄港回数の維持

又は増加を図るため、国土交通大臣が国際戦略港湾の港湾運営会社に対し必要な情報の提供等を行

うこととする等の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一 国土交通大臣は、海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理に必要な人員及び物

資の輸送の用に供され、又は供されることとなる一定の規模以上であることその他の要件に該当

する埠頭（以下「海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭」という。）を有する港湾のうち、

海洋再生可能エネルギー発電設備等の設置及び維持管理の円滑な実施の促進に資する当該港湾の

効果的な利用の推進を図ることが我が国の経済社会の健全な発展及び国民生活の安定向上のため

に特に重要なものを、海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾として指定することができる

こととする。

二 国土交通大臣及び港湾管理者は、海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾の海洋再生可能

エネルギー発電設備等取扱埠頭を構成する行政財産である港湾施設を海洋再生可能エネルギー発

電設備等の設置及び維持管理をする者に貸し付けることができることとする。

三 港湾区域における公募占用計画の認定の有効期間を20年から30年に延長することとする。

四 国際戦略港湾の港湾運営会社の運営計画の記載事項に国際基幹航路に就航する外貿コンテナ貨

物定期船の寄港回数の維持又は増加を図るための取組として国土交通省令で定めるものの内容を

追加することとする。

五 国際戦略港湾の港湾運営会社への国派遣職員に係る国家公務員法、一般職の職員の給与に関す

る法律、国家公務員退職手当法等の特例を設けることとする。

六 五のほか、国は、国際戦略港湾の港湾運営会社が行う埠頭群の運営の事業の効率化及び高度化

を図るため必要があると認めるときは、職員の派遣その他の適当と認める人的援助について必要

な配慮を加えるよう努めるものとする。

七 国土交通大臣は、国際基幹航路に就航する外貿コンテナ貨物定期船の寄港回数の維持又は増加

に資するため、国際戦略港湾の港湾運営会社に対し、四に係る業務の実施に関し必要な情報の提

供又は指導若しくは助言をするものとする。

八 その他所要の規定の整備を行うこととする。

九 この法律は、一部の規定を除き、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行することとする。

【附帯決議】（元.11.28国土交通委員会議決）

政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾なきを期す

べきである。

一 創設される海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾制度については、発電事業者による港

湾施設の長期使用が想定されることから、旅客運送事業者、貨物運送事業者、漁業者といった先

行利用者への影響が最小限となるよう運用に留意し、非常災害時に港湾施設の公共性にも配慮し

た運用がなされるよう努めること。

二 地震や台風など災害が頻発する我が国の特性、自然環境の変化に鑑み、洋上風力発電設備に係

る設計施工、維持管理については、国民の生命及び財産並びに海洋の安全確保が適切に図られる

よう、必要に応じ、適時適切の見直しを行うこと。また、海洋再生可能エネルギー発電事業者に

よる洋上風力発電設備の設計施工においては、海洋環境の激変による海洋生物への影響を最小限



にとどめるための適切な助言及び指導を行うこと。

三 海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾における港湾施設の発電事業者への貸付けに当

たっては、将来の洋上風力発電分野の健全な発展に資するとともに、電気料金への転嫁により消

費者が不利益を被ることのないよう、適切な貸付料の設定を行うこと。

四 発電事業者の経営破綻や資金不足により、海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱埠頭におい

て事業者が設置する施設や洋上の発電施設が放棄されることがないよう、保証金や積立制度の義

務付けなど、撤去費用を確保するための効果的な対策の検討及びその具現化を図ること。

五 海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾が、洋上風力発電産業の拠点として、地域振興や

雇用の創出などに貢献することが期待されることから、関連産業の集積、人材の育成など、洋上

風力発電産業からの要請に対応できるよう、港湾管理者を始め、関係地方公共団体及び関係省庁

との連携強化に努めること。

六 港湾の国際競争力の強化が我が国における産業活動及び国民生活を支える重要な課題であるこ

とに鑑み、国際戦略港湾に関する施策については、効率的かつ集中的に実施するとともに、ＡＩ

等の最先端技術の活用等によるターミナル運営の生産性向上のための必要な措置を講ずること。

七 各地域の港湾が、物流コストやリードタイムの低減等を通じて、産業競争力の強化や雇用と所

得の創出に重要な役割を担っていることに鑑み、国際戦略港湾以外の港湾についても、引き続き

その機能強化及び活用促進に努めること。

八 国際戦略港湾の港湾運営会社への公務員の派遣等に当たっては、当該港湾運営会社からの要請

を十分踏まえつつ、国際基幹航路の維持・拡大に資する適切な人材の派遣を行うこと。また、公

務員の新たな天下りの手段との疑念を抱かれることのないよう、その運用に万全を期すこと。

九 国際基幹航路の維持・拡大を図るに当たっては、国際基幹航路に就航する外貿コンテナ定期船

の入港に係る負担軽減により、国際競争力を強化することが重要であることから、国際戦略港湾

に入港した場合に係るとん税及び特別とん税について、地方財政に与える影響にも勘案しつつ、

その負担軽減に向けた取組を推進すること。

右決議する。

地域再生法の一部を改正する法律案(第198回国会閣法第48号)

（衆議院 元.11.21可決 参議院 11.26地方創生及び消費者問題に関する特別委員会付託 12.2本会

議可決）

【要旨】

本法律案は、地域の活力の再生を総合的かつ効果的に推進するため、認定地域再生計画に基づく

事業に対する特別の措置として、地域住宅団地再生事業に対する建築基準法等の特例及び民間資金

等活用公共施設等整備事業に対する株式会社民間資金等活用事業推進機構の業務の特例を追加する

等の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、地域住宅団地再生事業の創設

１ 地域再生計画に記載することができる事項に、地域住宅団地再生区域（自然的経済的社会的

条件からみて一体的な日常生活圏を構成していると認められる、住宅の需要に応ずるため一体

的に開発された相当数の住宅の存する一団の土地及びその周辺の区域であって、当該区域にお

ける人口の減少又は少子高齢化の進展に対応した都市機能の維持又は増進及び良好な居住環境

の確保を図ることが適当と認められる区域をいう。）において、当該区域の住民の共同の福祉

又は利便の向上を図るために行う事業であって、地域における就業の機会の創出又は生活環境

の整備に資するもの（以下「地域住宅団地再生事業」という。）に関するものを追加する。

２ 認定地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置として、地域住宅団地再生事業に対する

建築物の建築等の許可、介護保険の事業者の指定及び道路運送事業の許可等の手続の特例等を

追加する。

二、既存住宅活用農村地域等移住促進事業の創設



１ 地域再生計画に記載することができる事項に、農村地域等移住促進区域（人口の減少により、

その活力の維持に支障を生じ、又は生ずるおそれがあると認められる農村地域その他の農地等

を含む一定の区域であって、当該区域に移住する者を増加させることによりその活力の向上を

図ることが必要と認められる区域をいう。）において、当該農村地域等移住促進区域に移住す

る者に対して当該農村地域等移住促進区域内における既存住宅の取得等及び農地等についての

権利の取得を支援することにより当該農村地域等移住促進区域への移住の促進を図るために行

う事業であって、地域における就業の機会の創出又は経済基盤の強化に資するもの（以下「既

存住宅活用農村地域等移住促進事業」という。）に関するものを追加する。

２ 認定地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置として、既存住宅活用農村地域等移住促

進事業に対する都市計画法等による処分についての配慮及び農地等の権利移動の許可の手続の

特例を追加する。

三、民間資金等活用公共施設等整備事業の創設

１ 地域再生計画に記載することができる事項に、地方公共団体が所有し、又は管理する土地又

は施設の有効活用を図る事業であって、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用すること

により効率的かつ効果的に実施されるもの（公共施設等の整備等（当該地方公共団体の長が管

理者となる公共施設等に係るものに限る。）を伴うものに限る。）のうち、地域における就業の

機会の創出、経済基盤の強化又は生活環境の整備に資するもの（以下「民間資金等活用公共施

設等整備事業」という。）に関するものを追加する。

２ 認定地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置として、民間資金等活用公共施設等整備

事業に対する株式会社民間資金等活用事業推進機構の業務の特例を追加する。

四、施行期日等

１ この法律は、公布の日から起算して１月を超えない範囲内において政令で定める日から施行

する。

２ 政府は、この法律の施行後５年以内に、認定地域再生計画に基づく事業に対する特別の措置

の適用の状況その他のこの法律による改正後の地域再生法の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律等の一部を改正す

る法律案(第198回国会閣法第54号)

（衆議院 元.11.14可決 参議院 11.19厚生労働委員会付託 11.27本会議可決）

【要旨】

本法律案は、医薬品、医療機器等が安全かつ迅速に提供され、適正に使用される体制を構築する

ため、所要の措置を講じようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一 厚生労働大臣は、製造販売の承認申請に係る医薬品又は医療機器が、先駆的医薬品等、医療上

特にその必要性が高いと認められる場合であって、検証的臨床試験の実施が困難である等のとき

は、臨床試験の試験成績に関する資料の一部の提出を要しないものとすることができる。また、

厚生労働大臣は、当該医薬品又は医療機器の製造販売の承認をする場合には、使用の成績に関す

る調査の実施等の条件を付してするものとし、当該条件を付した承認を受けた者は、その使用の

成績に関する資料等を厚生労働大臣に提出しなければならない。

二 医薬品、医療機器等に関する虚偽・誇大広告（以下「課徴金対象行為」という。）があるとき

は、厚生労働大臣は、当該課徴金対象行為者に対し、当該課徴金対象行為に係る医薬品、医療機

器等の対価合計額に100分の4.5を乗じて得た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命

じなければならない。

三 厚生労働省に、医薬品等行政評価・監視委員会を置く。

四 薬剤師は、調剤した薬剤の適正な使用のため必要があると認める場合には、患者の当該薬剤の

使用の状況を継続的かつ的確に把握するとともに、患者又は現にその看護に当たっている者に対



し、必要な情報を提供し、及び必要な薬学的知見に基づく指導を行わなければならない。

五 一定の要件に該当する機能を有する薬局は、その所在地の都道府県知事の認定を受けて地域連

携薬局又は専門医療機関連携薬局と称することができる。

六 製造販売の承認若しくは認証を受けないで、又は届出をしないで医薬品、医療機器等を輸入し

ようとする者は、その輸入についての厚生労働大臣の確認を受けなければならない。販売・授与

の目的で輸入するおそれがある等の場合には、厚生労働大臣は当該確認をしない。厚生労働省令

で定める数量以下のものを自ら使用する目的で輸入する等の場合には、当該確認を受けることを

要しない。

七 この法律は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、二及び五は公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。

【附帯決議】（元.11.26厚生労働委員会議決）

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一、国民のニーズに応える優れた医薬品・医療機器等をより安全かつ迅速に医療現場に届けるため、

医薬品医療機器総合機構の体制について更なる強化を図ること。

二、アジア諸国等における革新的医薬品・医療機器等のアクセス向上に向けて、規制調和に向けた

環境整備や規制当局間の連携強化を図るとともに、そのために必要な医薬品医療機器総合機構等

における体制を整備すること。

三、条件付き早期承認制度の対象となる医薬品等の適応疾患について、生命に重大な影響がある疾

患（致死的疾患）、病気の進行が不可逆的で日常生活に著しい影響を及ぼす疾患、希少疾病といっ

た、重篤なものや申請時に有効な治療法が確立していないものを中心とすること。

四、条件付き早期承認制度により製造販売の承認をした場合は、速やかに有効性・安全性を再確認

するために厳格な製造販売後調査等を実施すること。また、承認を受けた医薬品・医療機器の使

用に際しては、製造販売後に再確認を必要とするものであることについて、患者に対して適切な

情報提供がなされるよう努めること。さらに、承認を受けた医薬品等の評価に係る調査等結果の

提出時期については、実施に必要な最低限の症例数を基に定めること。

五、添付文書の電子化に当たっては、添付文書の情報が改訂された際に、それが直ちに確実に伝達

されるための環境整備を図ること。また、災害等により、停電やサーバーに不具合が発生したよ

うな場合の添付文書情報へのアクセスを確保するための方策について検討すること。

六、これまで進めてきた医薬分業の成果と課題を踏まえ、患者の多くが医薬分業のメリットを実感

できるような取組を進めること。

七、製薬企業等からの医薬品等の臨床研究に関する資金提供の情報等の公表について、臨床研究法

の趣旨にのっとり、更なる透明性の確保が図られるよう、製薬企業等に対して趣旨の徹底を図る

こと。

八、医薬品等行政評価・監視委員会を厚生労働省に設置することについて、委員会の独立性に疑念

を招かないように細心の注意を払うこと。また、委員の利益相反がないよう厳格に運用すること。

さらに、委員には、薬害被害者を含めること。

九、新たな虚偽・誇大広告に対する課徴金制度についてその抑止効果の評価を行うこと。

十、「薬機法等制度改正に関するとりまとめ」で提言された、責任役員による許可等業者の法令遵

守を担保するため、必要な場合に、当該責任役員の変更を命じることができるものとする措置に

ついて、本法の施行状況を踏まえ引き続き検討すること。

十一、「第五次薬物乱用防止五か年戦略」に基づく薬物乱用対策を着実に行うとともに、新たに付

与される模造医薬品の流通事案等への対応に適切に対処するため、麻薬取締部における必要な体

制を確保すること。

右決議する。



本院議員提出法律案

公職選挙法の一部を改正する法律案(参第１号)

（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、選挙の浄化に資するため、政党の選挙区支部による選挙区内にある者に対する寄附

を禁止しようとするものである。

政治資金規正法の一部を改正する法律案(参第２号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、政治に対する国民の信頼の回復を図るため、政治団体について、その目的に関連す

る支出又は政治活動に関連する支出以外の支出をしてはならないこととすること等を内容とするも

のである。

租税特別措置法の一部を改正する法律案(参第３号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、公職にある者の政治活動に対する国民の信頼の確保を図るため、衆議院議員、参議

院議員並びに地方公共団体の議会の議員及び長の職にある者並びにこれらの者と生計を一にする者

が支出する政治活動に関する寄附に係る支出金について、寄附金控除の特例又は所得税額の特別控

除の規定を適用しないこととするものである。

政治資金規正法の一部を改正する法律案(参第４号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、政治に対する国民の信頼の回復を図るため、法人その他の団体の政治活動に関する

寄附を全面的に禁止するとともに、政治資金団体の制度を廃止しようとするものである。

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案(参第５号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案の主な内容は次のとおりである。

一、議長、副議長及び議員は、文書通信交通滞在費の使途をその属する議院の議長に報告し、議長

は、その報告に係る文書通信交通滞在費の使途を公開しなければならないこと。

二、文書通信交通滞在費について、月の途中で任期が開始した場合又は月の途中で任期満限、解散、

死亡等の事由が生じた場合には、日割計算によって支給すること。

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案(参第６号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案の主な内容は次のとおりである。

一、議長、副議長及び議員の受ける歳費については、国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法

律（以下「歳費法」という。）第１条及び国会法第35条の規定にかかわらず、当分の間、歳費月

額から、歳費月額に100分の20を乗じて得た額に相当する額を減ずること。

二、議長、副議長及び議員の受ける期末手当については、歳費法第11条の２第２項及び第11条の４



の規定にかかわらず、一の適用がある間、議長、副議長及び議員が受けるべき期末手当の額から、

当該額に100分の20を乗じて得た額に相当する額を減ずること。

三、この法律は、公布の日の属する月の翌月の初日（公布の日が月の初日であるときは、その日）

から施行すること。

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案(参第７号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、当分の間、議長、副議長及び議員が国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律

の規定に基づいて支給を受けた歳費及び期末手当の一部に相当する額を国庫に返納する場合には、

当該返納による国庫への寄附については、公職選挙法第199条の２（公職の候補者等の寄附の禁止）

の規定は、適用しないこととするものである。

国家公務員の人件費の総額の削減の推進に関する法律案(参第８号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、我が国の厳しい財政状況に対処するためには一層の歳出の削減が不可欠であること

等に鑑み、国家公務員の人件費の総額の削減を図るための施策を総合的に推進するため、当該施策

について、国の責務を明らかにし、基本方針その他の基本となる事項を定めるとともに、総人件費

削減推進本部を設置しようとするものである。

大規模災害からの復興に関する法律の一部を改正する法律案(参第９号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、大規模な災害からの復興のための施策を実施するために必要な国の財源については、

国の資産、剰余金及び積立金を最大限活用するものとし、これによってもなお不足する場合におい

ては、当該不足する財源の確保は、まず可能な限り国会議員の歳費及び手当、一般職の国家公務員

の給与その他公務員の人件費の削減及びこれに係る措置で国が行うものによるものとし、安易に税

制上の措置によらないものとすることについて定めようとするものである。

地方自治法の一部を改正する法律案(参第10号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、政務活動費に係る不適正な支出に関する事例が生じていることに鑑み、提出された

政務活動費に係る収入及び支出の報告書のインターネットの利用その他の適切な方法による公表並

びに提出された当該報告書に関する協議の場の設置により、政務活動費に係る支出の適正を確保し

ようとするものである。

国会における各会派に対する立法事務費の交付に関する法律の一部を改正する法律案(参

第11号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、立法事務費について、政治資金規正法第６条第１項の規定による届出のあった政治

団体で議院におけるその所属議員が１人の場合には、交付しないこととしようとするものである。

国会議員の歳費、旅費及び手当等に関する法律の一部を改正する法律案(参第12号)



（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、各議院の役員等に支給される議会雑費を廃止しようとするものである。

裁判官弾劾法の一部を改正する法律案(参第13号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、裁判官訴追委員会の委員長及び裁判官弾劾裁判所の裁判長に支給される職務雑費を

廃止しようとするものである。

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律案(参第14号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、議員秘書が、一般職公務員の例に準じて、通勤手当を受けることとしようとするも

のである。

公職選挙法の一部を改正する法律案(参第15号)
（参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本法律案は、国会議員自らによる身を切る改革の一環として参議院議員の定数を218人とすると

ともに、参議院議員の選挙制度について、投票価値の平等の重要性を十分に踏まえつつ、各地域の

民意を反映することができる新たな仕組みとして、現行の比例代表選挙及び選挙区選挙の制度に代

えて全国の区域を分けて11の選挙区とする選挙制度を導入しようとするものである。

商業捕鯨の実施等のための鯨類科学調査の実施に関する法律の一部を改正する法律案(参

第16号)
（参議院 元.11.28農林水産委員長提出 11.29本会議可決 衆議院 12.5可決）

【要旨】

本法律案は、商業捕鯨の再開等捕鯨を取り巻く状況を踏まえ、鯨類の持続的な利用の確保を図る

ため、鯨類科学調査の定義を改めるとともに、捕鯨業の適切かつ円滑な実施のための措置等につい

て定めようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、題名

題名を「鯨類の持続的な利用の確保に関する法律」に改めることとする。

二、定義

１ この法律において「鯨類の持続的な利用」とは、鯨類を適切な水準に維持するようにその保

存及び管理を行いながら持続的に利用することをいうこととする。

２ 「鯨類科学調査」の定義について、捕獲その他の方法による等の要件を削ることとする。

三、基本原則

鯨類科学調査が、主として捕鯨業を鯨類の持続的な利用が確保されるように実施するために必

要な科学的知見を得ることを目指して実施されるとともに、捕鯨業に関する施策が、次に掲げる

事項を旨として講じられることとする。

１ 捕鯨業が、捕獲可能量（鯨類の持続的な利用のため、鯨類科学調査の結果その他の科学的根

拠に基づき、捕獲の対象とする鯨類の種類ごとに１年間に捕獲することができる頭数の最高限

度として算出される頭数をいう。）の範囲内で実施されること。

２ 捕鯨業が、我が国が締結した条約その他の国際約束及び確立された国際法規に基づき実施さ

れること。



３ 捕鯨業を取り巻く状況に鑑み、適切な支援により、捕鯨業が円滑に実施されるようにするこ

と。

四、鯨類科学調査の実施体制の整備

鯨類科学調査の実施体制の整備に必要な措置に、鯨類科学調査の実施に当たっての捕鯨業者の

協力の確保を加えることとする。

五、捕獲可能量の算出等

政府は、鯨類の持続的な利用が確保されるように捕鯨業が実施されるようにするため、捕獲可

能量の算出、当該捕獲可能量の範囲内で捕鯨業者が１年間に捕獲することができる頭数の設定、

これを超える捕獲が行われないことを確保するための措置その他必要な措置を講ずるものとす

る。

六、捕鯨業の円滑な実施の支援

政府は、捕鯨業の円滑な実施を支援するため、捕鯨業の実施のための船舶及びその乗組員の確

保の支援、鯨類の捕獲、解体及び保蔵に係る技術の開発及び普及の促進その他必要な措置を講ず

るものとする。

七、妨害行為への対応等のための措置

妨害行為への対応等のための措置の対象に、捕鯨業者等を加えることとする。

八、鯨類の持続的な利用の確保に係る国際協力の推進等

１ 政府は、鯨類科学調査により得られた科学的知見及び我が国における鯨類の持続的な利用の

確保に関する情報の関係する国際機関への提供その他の鯨類の持続的な利用の確保に係る国際

協力の推進に努めるものとする。

２ 鯨類に係る伝統的な食文化その他の文化及び食習慣の継承並びに鯨類の利用に関する多様性

の確保に関する国内外の理解と関心を深めるための措置に、学校給食等における鯨類の利用の

促進を加えることとする。

九、鯨類の適正な流通の確保等に関する措置

政府は、法令の規定に違反して捕獲された鯨類の流通を防止するため、捕獲された鯨類の個体

の識別のための情報の適正な管理、流通に関する調査その他必要な措置を講ずるものとする。

十、財政上の措置等

政府は、捕鯨業の円滑な実施の支援、鯨類の持続的な利用の確保に係る国際協力の推進その他

鯨類の持続的な利用の確保のための施策の実施のため必要な財政上の措置その他の措置を講ずる

ものとする。

十一、施行期日

この法律は、公布の日から施行することとする。



衆議院議員提出法律案

（衆議院議員提出法律案は、参議院に提出されたもののみ掲載）

国会議員の秘書の給与等に関する法律の一部を改正する法律案(衆第２号)

（衆議院 元.11.7可決 参議院 11.14議院運営委員会付託 11.15本会議可決）

【要旨】

本法律案の主な内容は次のとおりである。

一、国会議員の秘書の給料月額の一部を改定すること。

二、令和元年12月期の勤勉手当の支給割合を改定すること。

三、令和２年度以後の勤勉手当の支給割合を改定すること。

四、この法律は、公布の日から施行すること。ただし、一については平成31年４月１日から適用し、

三については令和２年４月１日から施行すること。

ハンセン病元患者家族に対する補償金の支給等に関する法律案(衆第３号)

（衆議院 元.11.12可決 参議院 11.13厚生労働委員会付託 11.15本会議可決）

【要旨】

本法律案は、ハンセン病元患者家族の被った精神的苦痛を慰謝するための補償金の支給に関する

必要な事項及び元患者家族等の名誉回復等について定めようとするものであり、その主な内容は次

のとおりである。

一 前文に、国の隔離政策により、ハンセン病元患者家族等も、偏見と差別の中で長年にわたり多

大の苦痛と苦難を強いられてきたにもかかわらず、国会及び政府で取組がなされてこなかったこ

と等について、国会及び政府は、その悲惨な事実を悔悟と反省の念を込めて深刻に受け止め、深

くおわびする旨を明記する。

二 この法律において「ハンセン病元患者家族」とは、ハンセン病元患者（らい予防法廃止までの
、、

間の国立ハンセン病療養所入所者等）がハンセン病を発病した時等かららい予防法廃止までの間
、、

に、１又は２のいずれかに該当したことがある者であって、この法律の施行の日において生存し

ているものをいう。

１ ハンセン病元患者の配偶者（事実婚を含む。）、ハンセン病元患者の一親等の血族、又はハン

セン病元患者の一親等の姻族等で当該ハンセン病元患者と同居しているもの

２ ハンセン病元患者の二親等の血族（兄弟姉妹に限る。）、又はハンセン病元患者の二親等の血

族（兄弟姉妹を除く。）、姻族等若しくは三親等の血族で当該ハンセン病元患者と同居している

もの

三 国は、この法律の定めるところにより、ハンセン病元患者家族に対し、補償金を支給する。補

償金の額は、二の１に該当する者については180万円、二の２に該当する者については130万円と

する。

四 厚生労働大臣は、補償金の支給の請求を受けたときは、当該請求に係る請求者がハンセン病元

患者家族であることを確認することができる場合を除き、当該請求についてハンセン病元患者家

族補償金認定審査会の審査を求め、その結果に基づき、当該支給を受ける権利の認定を行う。な

お、補償金の支給の請求は、この法律の施行の日から起算して５年を経過したときは、すること

ができない。

五 国は、ハンセン病元患者家族に対し補償金の支給手続等について十分かつ速やかに周知するた

めの措置及び補償金の支給を受けようとする者に対する相談支援等の措置を適切に講ずるものと

する。

六 国は、ハンセン病元患者家族等について、名誉の回復及び福祉の増進を図るために必要な措置

を講ずるよう努めなければならない。

七 この法律は、一部を除き、公布の日から施行する。



ハンセン病問題の解決の促進に関する法律の一部を改正する法律案(衆第４号)

（衆議院 元.11.12可決 参議院 11.13厚生労働委員会付託 11.15本会議可決）

【要旨】

本法律案は、名誉の回復、福祉の増進等の規定の対象にハンセン病の患者であった者等の家族を

加えるとともに、国立ハンセン病療養所における医師等の兼業に関する国家公務員法の特例を設け

る等国立ハンセン病療養所における医療及び介護に関する体制の整備及び充実を図ろうとするもの

であり、その主な内容は次のとおりである。

一 前文に、ハンセン病の患者であった者等の家族についても、同様の未解決の問題が多く残され

ているため、「ハンセン病元患者家族に対する補償金の支給等に関する法律」を制定するととも

に、これらの者が地域社会から孤立することなく、良好かつ平穏な生活を営むことができるよう

にするための基盤整備等を行い、偏見と差別のない社会の実現に真摯に取り組んでいかなければ

ならない旨を追加する。

二 趣旨、基本理念、国及び地方公共団体の責務、関係者の意見の反映のための措置並びに名誉の

回復の規定の対象にハンセン病の患者であった者等の家族を追加する。

三 何人も、ハンセン病の患者であった者等の家族に対して、ハンセン病の患者であった者等の家

族であることを理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならないも

のとする。

四 国及び地方公共団体は、ハンセン病の患者であった者等とその家族との間の家族関係の回復を

促進すること等により、ハンセン病の患者であった者等の家族が日常生活又は社会生活を円滑に

営むことができるようにするため、ハンセン病の患者であった者等及びその家族からの相談に応

じ、必要な情報の提供及び助言を行う等必要な措置を講ずるものとする。

五 国は、国立ハンセン病療養所における医療及び介護に関する体制の整備及び充実のために必要

な措置を講ずるよう努めるものとする。

六 国立ハンセン病療養所医師等は、所外診療を行おうとする場合において、当該所外診療を行う

ことが、その正規の勤務時間において、勤務しないこととなる場合又は報酬を得て、行うことと

なる場合のいずれかに該当するときは、厚生労働大臣の承認を受けることができることとし、当

該承認を受けた国立ハンセン病療養所医師等の兼業に関する国家公務員法の特例を設けることと

する。

七 この法律は、公布の日から施行する。

行政書士法の一部を改正する法律案(衆第６号)

（衆議院 元.11.21可決 参議院 11.25総務委員会付託 11.27本会議可決）

【要旨】

本法律案は、近時の行政書士制度を取り巻く状況の変化を踏まえ、法律の目的に国民の権利利益

の実現に資することを明記し、社員が一人の行政書士法人の設立を可能とする措置を講ずるととも

に、行政書士会による会員に対する注意勧告に関する規定を設けようとするものであり、その主な

内容は次のとおりである。

一、目的の改正

法律の目的に、国民の権利利益の実現に資することを明記する。

二、社員が一人の行政書士法人の設立等の許容

１ 行政書士法人を社員一人で設立することができるものとする。

２ 行政書士法人の解散事由として、社員の欠亡を追加する。

３ 社員が一人になったことを行政書士法人の解散事由とする規定を削る。

４ 行政書士法人の清算人は、社員の死亡により社員が欠亡し、行政書士法人が解散するに至っ

た場合には、当該社員の相続人の同意を得て、新たに社員を加入させて行政書士法人を継続す



ることができるものとする。

三、行政書士会による注意勧告に関する規定の新設

行政書士会は、会員がこの法律又はこの法律に基づく命令、規則その他都道府県知事の処分に

違反するおそれがあると認めるときは、会則の定めるところにより、当該会員に対して、注意を

促し、又は必要な措置を講ずべきことを勧告することができるものとする。

四、施行期日

この法律は、公布の日から起算して１年６月を経過した日から施行する。

地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律案(衆第７号)

（衆議院 元.11.21可決 参議院 11.25総務委員会付託 11.27本会議可決）

【要旨】

本法律案は、地域人口の急減に直面している地域において、地域社会及び地域経済の重要な担い

手である地域づくり人材が安心して活躍できる環境の整備を図ることが喫緊の課題であることに鑑

み、特定地域づくり事業協同組合の認定その他特定地域づくり事業を推進するための措置等を定め

ることにより、特定地域づくり事業を推進し、併せて地域づくり人材の確保及びその活躍の推進を

図ろうとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一、地域人口の急減に対処して地域づくり人材を確保するため特定地域づくり事業を行おうとする

事業協同組合は、申請により、当該事業協同組合の地区が、自然的経済的社会的条件からみて一

体であり、地域づくり人材の確保について特に支援を行うことが必要であると認められる地区で

あること等の基準に適合していることにつき、都道府県知事の認定を受けることができることと

する。この認定の際、当該事業協同組合が労働者派遣事業を行おうとするものであるときは、認

定基準の適合の可否を判断するに当たっては、労働者派遣法における労働者派遣事業の許可基準

を参酌することとする。

二、都道府県知事の認定を受けた特定地域づくり事業協同組合は、特定地域づくり事業として、地

域づくり人材がその組合員の事業に従事する機会を提供するとともに、地域づくり人材の確保及

び育成並びにその活躍の推進のための事業を企画し、及び実施することができることとする。

三、国及び地方公共団体は、特定地域づくり事業協同組合に対し、その行う特定地域づくり事業の

運営に関し、必要な情報の提供、助言、指導その他の援助を行うとともに、特定地域づくり事業

協同組合の安定的な運営を確保するため、必要な財政上の措置その他の措置を講ずるものとする。

四、特定地域づくり事業協同組合は、厚生労働大臣の許可を受けなければならないとする労働者派

遣法の規定にかかわらず、厚生労働大臣に届け出て、労働者派遣事業を行うことができることと

する。また、特定地域づくり事業協同組合は、労働関係法令を遵守し、労働者派遣事業の適正な

実施に努めることとするほか、国及び地方公共団体は、特定地域づくり事業協同組合に対し、法

令遵守及び労働者派遣事業の適正な実施のために必要な助言、指導その他の措置を講ずるものと

する。

五、この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。

【附帯決議】（元.11.26総務委員会議決）

政府及び地方公共団体は、本法施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。

一、都道府県知事が特定地域づくり事業協同組合を認定するに当たっては、「地域社会の維持が著

しく困難となるおそれが生じる程度にまで人口が急激に減少した状況」にあり、かつ「地域づく

り人材の確保について特に支援を行うことが必要であると認められる地区」との要件を十分に踏

まえ、真に地域づくり人材の不足している地区においてのみ認定・設立されることとなるよう、

過疎地域の基準等知事が認定するための参考になる定量的基準を定めるなど必要な措置を講ずる

こと。

二、特定地域づくり事業協同組合の認定に当たっては、労働者派遣事業の運営に関して十分な専門

性及び人的体制が確保されていることを確認するとともに、そのために必要な措置及び支援策を



講ずること。

三、特定地域づくり事業協同組合に対し、労働条件の明示、時間外労働の制限、派遣労働者の直接

雇用の推進、教育訓練の実施その他の労働者の保護に関する法制度について、十分な情報提供を

行うこと。

四、特定地域づくり事業協同組合がその職員となる無期雇用派遣労働者を募集・採用するに当たっ

ては、できる限り当該人口急減地区外の人材が採用されるよう、移住や定住支援等必要な各種施

策を講ずること。

五、特定地域づくり事業協同組合がその職員を採用するに当たっては、組合の事業計画の内容、組

合員の行う事業に係る業務又は事務の内容、想定される派遣先の業務又は事務の内容、待遇等に

ついて、その者に対し十分な事前説明が行われるよう適切に指導すること。

六、特定地域づくり事業協同組合がその組合員として新たな事業者を加入させようとする場合には、

事前に職員の意見を聴取すること等の職員の理解を得るための措置が講じられるよう、適切に対

処すること。また、事業協同組合の組合員となった事業主が、既に雇用している従業員を解雇し

て事業協同組合の職員として就労させることのないよう対策を講じること。

七、特定地域づくり事業協同組合の職員が地域づくり人材として特定地域づくり事業に従事しつつ

適切に将来のキャリア形成を図ることの重要性に鑑み、事業協同組合において、職員本人の希望

に適合する就業の機会の確保のための配慮、特定の事業に従事する期間の確保、必要な教育訓練・

キャリアコンサルティングの実施等の取組が行われるよう、所要の措置を講ずること。

八、特定地域づくり事業協同組合が、教育訓練・キャリアコンサルティングの実施その他の労働者

派遣法において義務付けられている業務の一部を第三者に委託する場合には、本来、当該組合が

責任を持って同法上の義務を果たすべきものであることに鑑み、これらの委託した業務が職員の

能力向上及びキャリア形成に資するよう適切に管理・運用されるよう必要な措置を講ずること。

九、特定地域づくり事業協同組合が雇用する職員の雇用の継続、従事する業務の内容、労働条件等

に重大な影響を及ぼす程度に事業内容を変更しようとする場合には、職員に対し、事前に十分な

説明を行い、理解と同意を得るよう指導すること。この場合において、都道府県知事は、新たな

事業計画を受理する際には、特定地域づくり事業協同組合がその職員に対し事前に十分な説明を

行うべきことを周知すること。

十、特定地域づくり事業協同組合の職員が従事する特定地域づくり事業は、地区によってはその内

容が多種多業にわたる可能性があることから、事業協同組合が職員の労働安全衛生の確保に特に

注意を払い、事前の労働安全衛生教育の実施など組合員とも連携して十分な安全対策がなされる

よう必要な措置を講ずること。

十一、特定地域づくり事業協同組合の職員が安心して働き、扶養する家族を含めて安心して生活を

営むことができるよう、当該地域における適正な水準の給与及び手当等の確保その他の適切な労

働・生活環境が確保されるよう必要な措置を講ずること。

十二、特定地域づくり事業協同組合が、その職員を派遣する場合、安定的かつ継続的に就業先の提

供を行うことができるよう、関係事業者団体との間の情報の共有の促進その他必要な措置を講ず

ること。また、事業協同組合が新たな就業機会を提供できない場合であっても、職員の雇用及び

賃金の支払の維持を図るための措置、休業手当の支払等の労働関係法令に基づく雇用者責任を適

切に果たすことができるための知識の普及その他必要な措置を講ずること。

十三、特定地域づくり事業協同組合において、新たな就業機会を提供できないことのみを理由とし

てその職員を解雇した場合、その職員の就業条件に十分に配慮していない場合など、不適切な行

為が認められた場合には、業務改善命令その他所要の措置を講ずること。また、事業協同組合に

おいて、労働者派遣法その他の労働関係法令違反が認められた場合には、労働者派遣法に基づい

て事業廃止命令その他所要の措置を講ずるとともに、事業廃止命令を受けた事業協同組合につい

ては速やかにその認定を取り消すなど適切に対処すること。

十四、地方公共団体の任命権者は、その職員である一般職の地方公務員が公務外で特定地域づくり

事業に従事する場合においては、当該職員の自主性を損なうことのないよう配慮しなければなら



ないこと。

右決議する。

母子保健法の一部を改正する法律案(衆第８号)

（衆議院 元.11.26可決 参議院 11.28厚生労働委員会付託 11.29本会議可決）

【要旨】

本法律案は、母性及び乳児の健康の保持及び増進を図るため、市町村が産後ケアセンター等にお

いて、産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子及び乳児に対して、心身のケアや育児の

サポート等の産後ケア事業を行うことにより、出産後も安心して子育てができる支援体制を確保し

ようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一 市町村は、出産後１年を経過しない女子及び乳児の心身の状態に応じた保健指導、療養に伴う

世話又は育児に関する指導、相談その他の援助（以下「産後ケア」という。）を必要とする出産

後１年を経過しない女子及び乳児につき、次の１から３のいずれかに掲げる事業（以下「産後ケ

ア事業」という。）を行うよう努めなければならない。

１ 病院、診療所、助産所その他厚生労働省令で定める施設であって、産後ケアを行うもの（以

下「産後ケアセンター」という。）に産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子及び

乳児を短期間入所させ、産後ケアを行う事業

２ 産後ケアセンターその他の厚生労働省令で定める施設に産後ケアを必要とする出産後１年を

経過しない女子及び乳児を通わせ、産後ケアを行う事業

３ 産後ケアを必要とする出産後１年を経過しない女子及び乳児の居宅を訪問し、産後ケアを行

う事業

二 市町村は、産後ケア事業の実施に当たっては、妊娠中から出産後に至る支援を切れ目なく行う

観点から、母子健康包括支援センターその他の関係機関との必要な連絡調整並びにこの法律に基

づく母子保健に関する他の事業並びに児童福祉法その他の法令に基づく母性及び乳児の保健及び

福祉に関する事業との連携を図ることにより、妊産婦及び乳児に対する支援の一体的な実施その

他の措置を講ずるよう努めなければならない。

三 この法律は、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。

令和元年特定災害関連義援金に係る差押禁止等に関する法律案(衆第９号)

（衆議院 元.11.29可決 参議院 12.4災害対策特別委員会付託 12.6本会議可決）

【要旨】

本法律案は、令和元年特定災害関連義援金に係る拠出の趣旨に鑑み、被災者等が自ら令和元年特

定災害関連義援金を使用することができるようにするため、令和元年特定災害関連義援金について、

差押えの禁止等をしようとするものであり、その主な内容は次のとおりである。

一 差押えの禁止等

１ 令和元年特定災害関連義援金の交付を受けることとなった者の当該交付を受ける権利は、譲

り渡し、担保に供し、又は差し押さえることができないこととする。

２ 令和元年特定災害関連義援金として交付を受けた金銭は、差し押さえることができないこと

とする。

二 令和元年特定災害関連義援金の定義

この法律において「令和元年特定災害関連義援金」とは、次に掲げる災害の被災者等の生活を

支援し、被災者等を慰藉する等のため自発的に拠出された金銭を原資として、都道府県又は市町
しゃ

村（特別区を含む。）が一定の配分の基準に従い被災者等に交付する金銭をいうこととする。

１ 令和元年８月26日から同月29日までの間の豪雨による災害

２ 令和元年台風第15号、令和元年台風第19号又は令和元年10月24日から同月26日までの間の豪



雨による災害

三 施行期日等

１ この法律は、公布の日から施行することとする。

２ この法律は、この法律の施行前に交付を受け、又は交付を受けることとなった令和元年特定

災害関連義援金についても適用することとする。ただし、この法律の施行前に生じた効力を妨

げないこととする。

３ 差押えの禁止等の対象となる義援金の範囲その他の義援金の差押えの禁止等の在り方につい

ては、速やかに検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。



条 約

日本国とアメリカ合衆国との間の貿易協定の締結について承認を求めるの件(閣条第１

号)

（衆議院 元.11.19承認 参議院 11.20外交防衛委員会付託 12.4本会議承認）

【要旨】

2018年（平成30年）９月の日米首脳会談における日米共同声明において、我が国とアメリカ合衆

国との間で、貿易協定の締結に向けた交渉を開始することについて一致したことを受け、2019年（平

成31年）４月から両国間で交渉が行われた。その結果、2019年（令和元年）９月の日米首脳会談に

おける日米共同声明において、協定案文について最終合意が確認された。これを受け、同年10月７

日にワシントンにおいて、この協定の署名が行われた。

この協定は、前文、本文11箇条及び末文並びに協定の不可分の一部を成す２の附属書から成り、

主な内容は次のとおりである。

一、各締約国は、世界貿易機関設立協定及び両締約国が締結しているその他の協定に基づいて他方

の締約国に対して自国が有する現行の権利及び義務を確認する。

二、協定のいかなる規定も、締約国に対し、締約国が国際の平和若しくは安全の維持若しくは回復

に関する自国の義務の履行又は自国の安全保障上の重大な利益の保護のために必要であると認め

る措置を適用することを妨げることを定めるものと解してはならない。

三、各締約国は、世界貿易機関設立協定に基づく自国の現行の約束に加え、附属書Ⅰ又は附属書Ⅱ

の規定に従って、市場アクセスを改善する。なお、附属書は、両締約国が実施する関税の撤廃又

は削減等の対象品目、条件等並びに両締約国の原産地規則及び原産地手続について定める。

１ 我が国の関税及び関税に関連する規定

イ 農林水産品

米（調製品を含む）について関税撤廃・削減等の対象から除外。全ての林産品・水産品の

関税を維持。脱脂粉乳・バターなど33品目について関税割当てを設定せず。牛肉について

15年かけて段階的に関税を引き下げるとともに、豚肉について従価税を９年かけて段階的

に撤廃、従量税を９年かけて段階的に引き下げる（それぞれ輸入急増に対するセーフガー

ドを確保）

ロ 工業品

有税工業品の関税を維持

２ アメリカ合衆国の関税及び関税に関連する規定

イ 農林水産品

牛肉について現行の200トンの日本枠の関税割当てと併せて65,005トンの複数国枠の関税

割当てを設定。42品目（醤油、長芋、柿、メロン、切り花、盆栽等）の関税を撤廃・削減

ロ 工業品

自動車及び自動車部品の関税については、関税の撤廃に関して更に交渉する。産業機械、

化学品、鉄鋼製品等の関税を撤廃・削減

四、両締約国は、いずれかの締約国の要請の後30日以内に、協定の運用又は解釈に影響を及ぼす可

能性のある問題について、60日以内に相互に満足すべき解決に達するために協議を行う。

五、この協定は、両締約国がそれぞれの関係する国内法上の手続を完了した旨を書面により相互に

通告した日の後30日で、又は両締約国が決定する他の日に効力を生ずる。

デジタル貿易に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定の締結について承認を求め

るの件(閣条第２号)
（衆議院 元.11.19承認 参議院 11.20外交防衛委員会付託 12.4本会議承認）

【要旨】



2018年（平成30年）９月の日米首脳会談における日米共同声明を踏まえ、我が国及びアメリカ合

衆国は、2019年（平成31年）４月に行われた第１回閣僚協議において、デジタル貿易協定の締結に

向けた交渉を開始することについて一致した。これを受け、両国間で交渉が行われた結果、2019年

（令和元年）10月７日にワシントンにおいて、この協定の署名が行われた。

この協定は、前文、本文22箇条及び末文から成り、主な内容は次のとおりである。

一、この協定は、締約国が採用し、又は維持する措置であって、電子的手段による貿易に影響を及

ぼすものについて適用する。

二、いずれの締約国も、一方の締約国の者と他方の締約国の者との間の電子的な送信に対して関税

を課してはならない。

三、いずれの一方の締約国も、他方の締約国の領域において創作等されたデジタル・プロダクトに

対し、他の同種のデジタル・プロダクトに与える待遇よりも不利な待遇を与えてはならない。

四、締約国は、自国の法令に別段の定めがある場合を除くほか、署名が電子的な形式によるもので

あることのみを理由として当該署名の法的な有効性を否定してはならない。

五、いずれの締約国も、情報の電子的手段による国境を越える移転が対象者の事業の実施のために

行われる場合には、当該移転を禁止し、又は制限してはならない。

六、いずれの締約国も、自国の領域において事業を実施するための条件として、対象者に対し、当

該領域においてコンピュータ関連設備を利用し、又は設置することを要求してはならない。

七、いずれの締約国も、対象金融サービス提供者が当該締約国の領域外において利用等する金融サー

ビスのコンピュータ関連設備において処理される情報等に対し、当該締約国の金融規制当局によ

る迅速、直接的、完全及び継続的なアクセスを認められる場合には、対象金融サービス提供者に

対し、当該締約国の領域において事業を実施するための条件として、当該領域においてコンピュー

タ関連設備を利用等することを要求してはならない。

八、各締約国は、オンライン上の商業活動を行う消費者に損害を及ぼし、又は及ぼすおそれのある

詐欺的又は欺まん的な商業活動を禁止するため、消費者の保護に関する法律を制定し、又は維持

する。

九、各締約国は、デジタル貿易の利用者の個人情報の保護について定める法的枠組みを採用し、又

は維持する。

十、いずれの一方の締約国も、他方の締約国の者が所有するソフトウェアの一方の締約国の領域に

おける輸入等の条件として、当該ソフトウェアのソース・コードの移転等又は当該ソース・コー

ドにおいて表現されるアルゴリズムの移転等を要求してはならない。

十一、いずれの締約国も、コンピュータを利用した双方向サービスによって保存等される情報に関

連する損害についての責任を決定するに当たり、当該コンピュータを利用した双方向サービスの

提供者又は利用者を情報コンテンツ・プロバイダとして取り扱う措置を採用し、又は維持しては

ならない。

十二、いずれの締約国も、暗号法を使用する情報通信技術産品の製造等の条件として、当該情報通

信技術産品の製造者等に対し、暗号法に関連する財産的価値を有する情報を当該締約国に移転す

ること等を要求してはならない。

十三、この協定は、両締約国がそれぞれの関係する国内法上の手続を完了した旨を書面により相互

に通告した日の後30日で、又は両締約国が決定する他の日に効力を生ずる。



承認を求めるの件

外国為替及び外国貿易法第十条第二項の規定に基づき、北朝鮮を仕向地とする貨物の輸

出及び北朝鮮を原産地又は船積地域とする貨物の輸入につき承認義務を課する等の措置

を講じたことについて承認を求めるの件(第198回国会閣承認第３号)

（衆議院 元.11.26承認 参議院 12.2経済産業委員会付託 12.4本会議承認）

【要旨】

本件は、外国為替及び外国貿易法第10条第１項の規定により平成31年４月９日に閣議決定された

「外国為替及び外国貿易法に基づく北朝鮮に係る対応措置について」に基づき、平成31年４月14日

から平成33年４月13日までの間、北朝鮮を仕向地とする全ての貨物の輸出について経済産業大臣の

承認を受ける義務を課する措置、北朝鮮を原産地又は船積地域とする全ての貨物の輸入について経

済産業大臣の承認を受ける義務を課する措置及び北朝鮮と第三国の間の貨物の移動を伴う貨物の売

買、貸借又は贈与に関する取引（仲介貿易取引）を行うことについて経済産業大臣の許可を受ける

義務を課する措置を講じたことについて、同条第２項の規定に基づいて国会の承認を求めるもので

ある。



予備費等承諾を求めるの件

平成三十年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書(その１)
（衆議院 継続審査）

【要旨】

一般会計予備費予算額4,500億円のうち、平成30年４月27日から９月28日までの間に使用を決定

した金額は1,939億円で、その内訳は、河川等災害復旧事業等に必要な経費557億円、中小企業等グ

ループ施設等復旧整備事業等に必要な経費414億円、災害救助等に必要な経費212億円などである。

平成三十年度一般会計予備費使用総調書及び各省各庁所管使用調書(その２)
（衆議院 継続審査）

【要旨】

一般会計予備費予算額4,500億円のうち、平成31年２月21日から３月29日までの間に使用を決定

した金額は５億円で、その内訳は、国選弁護人確保業務等委託に必要な経費３億円、訟務費の不足

を補うために必要な経費２億円である。



決算その他

平成三十年度一般会計歳入歳出決算、平成三十年度特別会計歳入歳出決算、平成三十年

度国税収納金整理資金受払計算書、平成三十年度政府関係機関決算書
（衆議院 継続審査 参議院 元.12.2決算委員会付託 継続審査）

平成三十年度一般会計歳入歳出決算における歳入決算額は105兆6,974億円、歳出決算額は98兆

9,746億円であり、差引き６兆7,227億円の剰余を生じた。この剰余金は、財政法第41条の規定によ

り、令和元年度の一般会計の歳入に繰り入れられた。なお、財政法第６条の純剰余金は１兆3,283

億円である。

平成三十年度特別会計歳入歳出決算における13の各特別会計の収納済歳入額を合計した歳入決算

額は381兆1,771億円、支出済歳出額を合計した歳出決算額は368兆9,360億円である。

平成三十年度国税収納金整理資金受払計算書における資金への収納済額は78兆2,204億円であり、

資金からの一般会計等の歳入への組入額等は76兆8,977億円であるため、差引き１兆3,227億円の残

余を生じた。

平成三十年度政府関係機関決算書における４機関の収入済額を合計した収入決算額は１兆2,307

億円、支出済額を合計した支出決算額は１兆635億円である。

〈平成三十年度一般会計歳入歳出決算の概要〉

（出所）財務省資料より作成

平成三十年度国有財産増減及び現在額総計算書
（衆議院 継続審査 参議院 元.12.2決算委員会付託 継続審査）

平成三十年度国有財産増減及び現在額総計算書における30年度中の国有財産の差引純増加額は１

兆7,697億円、30年度末現在額は108兆5,939億円である。

（　　）内は総額に占める割合（単位未満四捨五入）

歳出決算総額 98兆9,746億円歳入決算総額 105兆6,974億円

公債金収入

34兆3,953億円

（32.5％）

（建設公債 ８兆 971億円）

（特例公債 26兆2,981億円）

租税及印紙収入

60兆3,563億円

（57.1％）

税外収入

５兆4,171億円

（5.1％）

前年度剰余金受入

５兆5,284億円

（5.2％）

国債費

22兆5,286億円

（22.8％）

地方交付税交付金等

16兆257億円（16.2％）

社会保障関係費

32兆5,691億円

（32.9％）公共事業関係費

６兆9,134億円（7.0％）

文教及び科学振興費

５兆7,482億円（5.8％）

防衛関係費

５兆4,749億円（5.5％）

食料安定供給関係費

１兆1,218億円（1.1％）

財政法第41条の剰余金

６兆7,227億円

その他の経費

８兆5,926億円（8.7％）

基礎的財政

収支対象経費

76兆4,460億円

（77.2％）



平成三十年度国有財産無償貸付状況総計算書

（衆議院 継続審査 参議院 元.12.2決算委員会付託 継続審査）

平成三十年度国有財産無償貸付状況総計算書における30年度中の国有財産の無償貸付の差引純増

加額は365億円、30年度末現在額は１兆1,473億円である。

ＮＨＫ決算

日本放送協会平成二十九年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及

びキャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書
（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本件は、日本放送協会の平成29年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。

平成29年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は１兆1,437億円、負

債合計は3,972億円、純資産合計は7,465億円となっている。また、損益計算書の一般勘定について

は、経常事業収入は7,156億円、経常事業支出は7,073億円となっており、経常事業収支差金は83億

円となっている。

日本放送協会平成三十年度財産目録、貸借対照表、損益計算書、資本等変動計算書及び

キャッシュ・フロー計算書並びにこれらに関する説明書
（衆議院 審査未了 参議院 委員会未付託 審査未了）

【要旨】

本件は、日本放送協会の平成30年度決算について、放送法の定めにより、会計検査院の検査を経

て、内閣から提出されたものである。

平成30年度の貸借対照表の一般勘定については、同年度末現在、資産合計は１兆2,005億円、負

債合計は4,268億円、純資産合計は7,736億円となっている。また、損益計算書の一般勘定について

は、経常事業収入は7,349億円、経常事業支出は7,152億円となっており、経常事業収支差金は197

億円となっている。


